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販売⽤資料｜

投資事例のご紹介と今後の⾒通し

フォントベル・世界割安債券ファンド
（為替ヘッジあり／年1回決算型）（為替ヘッジなし／年1回決算型）
（為替ヘッジあり／年4回決算型）（為替ヘッジなし／年4回決算型）

平素より、「フォントベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジあり／年1回決算型）（為替ヘッジなし／年1回決算
型）（為替ヘッジあり／年4回決算型）（為替ヘッジなし／年4回決算型）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り、
厚く御礼申し上げます。以下、当ファンドの実質的な運⽤を担当する、フォントベル・アセット・マネジメント（以下、フォ
ントベル）からの情報などを基に、投資事例や今度の⾒通し等についてご報告いたします。

2025年8⽉25⽇

※以下、「フォントベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジあり／年1回決算型）」を（為替ヘッジあり／年1回決算型）、「フォン
トベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジなし／年1回決算型）」を（為替ヘッジなし／年1回決算型）、「フォントベル・世界
割安債券ファンド（為替ヘッジあり／年4回決算型）」を（為替ヘッジあり／年4回決算型）、「フォントベル・世界割安債券ファ
ンド（為替ヘッジなし／年4回決算型）」を（為替ヘッジなし／年4回決算型）ということがあります。

当ファンドでは、トップダウンの市場評価によって世界のさまざまな債券市場から最も魅⼒的な市場セグメントを特
定し、「バリュー・イン・グループ」と「バリュー・イン・ネーム」の2つの投資アプローチからその市場セグメントのスク
リーニングと個別銘柄への深いリサーチを⾏い、割安債券を発掘します。

投資アプローチ イメージ

割安債券を⾒つけ出す 投資アプローチ とは︖

当ファンドは、世界の債券市場のあらゆる 「⾮効率性（ゆがみ）」 の中から
割安債券を⾒つけ出し、収益（アルファ）の源泉とする ファンドです。

※上記はイメージです。
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 4⽉のリスクオフ局⾯まで当国債を保有していませんでしたが、当国債の下落は⼀時的な過剰反応と判断し、投
資しました。

投資開始から売却完了まで、2025年4⽉4⽇から5⽉12⽇の短期間で、トータルリターンは+6.8%となりました。

 4⽉の⽶国の相互関税の発表や⾦利上昇、⽶ドル⾼の⾒通しなどから、ETF（上場投資信託）等の売却を
通じて新興国国債市場は⼤きく下落する展開となりました。

 その新興国国債市場と⽐較しても、当国債は⼤きく下落していました。

投資アプローチ別にみる投資事例のご紹介①

バリュー・イン・グループ
〜類似グループ内の割安銘柄に投資〜

セネガル国債
新興国国債／国債
セネガルは⻄アフリカ沿岸部に位置する
共和制国家

当国債と新興国国債指数の価格推移
（2024年12⽉末〜2025年6⽉末、⽇次）

当国債の価格の推移
（2024年12⽉末〜2025年6⽉末、⽇次）

（ポイント）

（年/⽉）

（注1）新興国国債指数はJPモルガン・EMBIグローバル・ダイバーシファイド・インデックス（⽶ドルベース）。当国債は、クーポン 6.75%、満期償還⽇
2048年3⽉13⽇。

（注2）トータルリターンの期間は2025年4⽉4⽇〜2025年5⽉12⽇、⽶ドルベース、概算値であり、経過利息は含まれません。
（出所）フォントベル、Bloombergのデータを基に委託会社作成
※上記は当ファンドにおいて投資実績のある銘柄の例⽰を⽬的とするものであり、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

（⽶ドル）

（年/⽉）

投資開始

当国債は相対的に
⼤きく下落していた

※投資期間中、⼀部売却・追加投資をしています。

他の新興国国債と⽐べ、割安な状態で取引されていた例

売却完了

銘柄・市場リサーチ

投資判断・運⽤実績

新興国国債指数

当国債

●投資 ▲売却

※2024年12⽉末を100として指数化。

トータルリターン
＋6.8％
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⽶国の相互関税に関する緊張が緩和していく中で、価格差が縮⼩する可能性があると判断し、同社の⽶ドル
建て債券に投資しました。

投資開始から売却完了まで、2025年4⽉8⽇から5⽉21⽇の短期間で、トータルリターンは+8.8%となりました。

バリュー・イン・ネーム
〜同⼀発⾏体における割安銘柄に投資〜

IHOフェルバルトゥングス
シニア債／景気循環消費財
⾃動⾞業界の株式を保有する
ドイツの持株会社

 4⽉の⽶国の相互関税の発表前まで、景気循環銘柄への投資⽐率を低⽔準に抑えており、状況をみて同業
種への投資⽐率を拡⼤する⽅針でした。

市場のボラティリティが⾼まる中、同社の⽶ドル建て債券がより⼤きく売られる展開となり、ユーロ建て債券との
価格差が拡⼤しました。

建通貨別の債券価格の推移
（2025年2⽉末〜2025年6⽉末、⽇次）

価格倍率の推移
（2025年2⽉末〜2025年6⽉末、⽇次）

（注1）当債券の⽶ドル建ては、クーポン 8.00％、満期償還費⽇ 2032年11⽉15⽇。当債券のユーロ建ては、クーポン 6.75％、満期償還費⽇ 2029年
11⽉15⽇。

（注2）トータルリターンの期間は2025年4⽉8⽇〜2025年5⽉21⽇、⽶ドルベース、概算値であり、経過利息は含まれません。
（出所）フォントベル、Bloombergのデータを基に委託会社作成
※上記は当ファンドにおいて投資実績のある銘柄の例⽰を⽬的とするものであり、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

（ユーロ、⽶ドル）

（年/⽉）

（倍）

（年/⽉）

投資期間 投資期間

投資アプローチ別にみる投資事例のご紹介②
同⼀発⾏体の同種の⽶ドル建て、ユーロ建て債券間で価格差のゆがみが⽣じていた例

銘柄・市場リサーチ

投資判断・運⽤実績

当債券（⽶ドル建て）価格の推移
（2024年12⽉末〜2025年6⽉末、⽇次）（⽶ドル）

（年/⽉）

●投資 ▲売却

投資開始

売却完了

価格差が変化

トータルリターン
＋8.8％
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※上記は過去の実績および当資料作成時点の⾒通しならびに運⽤⽅針であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
今後、予告なく変更する場合があります。

⽶国の経済成⻑は鈍化しつつもプラスを維持しており、コアインフレ率もFRB（⽶連邦準備制度理事会）の⽬標を上
回っています。雇⽤環境が弱含み、景気後退の可能性が意識されれば、早ければ9⽉にFRBが利下げを⾏う可能性があ
ります。⼀⽅で、欧州ではコアインフレ率は安定しており、利下げサイクルは終わりに近づいていると予想されます。

世界経済は“緩やかではあるが拡⼤を続ける”と予想しており、⽶国と欧州は⼀時的に異なる⾦融政策を経た後、ともに利
下げの流れは収束に向かうと予想しています。このような状況は、⽶欧双⽅で企業の信⽤⼒や投資家の利息収益を⽀
える環境にあると考えられ、特に⽶ドル建て債券のトータルリターンがユーロ建てを上回る可能性があるとみています。

世界の債券市場について

（出所）フォントベルの情報を基に委託会社作成

カイ・ステファン・
ヒルシュレイン

グローバル債券チーム
ポートフォリオ・マネージャー

ステラ・マー

グローバル債券チーム
ポートフォリオ・マネージャー

2015年フォントベル⼊社。⼊社前は、チューリッヒのウニクレ
ディト＆インベストメントバンク、フランクフルトのドイチェ・ア
セット＆ウェルスマネジメント、⽶国のアクサ・インベストメント・
アドバイザーズでさまざまな役職を歴任。

2021年フォントベル⼊社。⼊社前はモルガン・スタンレーや、
ロンドンのブルークレスト・キャピタル・マネジメント（ヘッジファン
ド）で主にクレジットのPM、パートナーを歴任。2016年に
ジュリアス・ベアに⼊社し、グローバル・ハイイールド・ファンドを設
定、リードPMを担当。

当ファンドのパフォーマンスを⽀える2⼈の運⽤担当者（PM）

今後の市場⾒通しと投資戦略

債券市場のバリュエーション（投資価値評価）⾯は依然として魅⼒的と考えられます。これまでの利下げの影響で、イー
ルドカーブ（利回り曲線）の傾きは⼤きくなっており、キャリー・ロールダウン（時間の経過とともに保有する債券の利回りが
低下し、債券価格が上昇すること）戦略において収益獲得機会となると考えています。
セクター別でみると、公益や通信は魅⼒的な利息収益が期待され、⾃動⾞は年初に拡⼤したスプレッドがまだ縮⼩してい
ません。エネルギーは、原油価格が不安定な環境下で出遅れていると考えられます。
当ファンドでは、テクニカルおよびファンダメンタルズの中での相対価値に着⽬し、劣後債等の利息収益、デュレーション
（投資資⾦の平均回収期間、⾦利の変動による債券価格の感応度）調整等から収益獲得を⽬指します。

投資戦略について
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基準価額等の推移（2024年11⽉29⽇（設定⽇）〜2025年7⽉31⽇）

（注1）基準価額、税引前分配⾦再投資基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後。
（注2）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しており、実際の基準価額とは異なります。
※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは11ページおよび投資信託説明書

（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

（為替ヘッジあり／年1回決算型）

（年/⽉）

（円）

（億円）

（為替ヘッジなし／年1回決算型）

（為替ヘッジあり／年4回決算型） （為替ヘッジなし／年4回決算型）

（年/⽉）

（円）

（億円）

（年/⽉）

（円）

（億円）

（年/⽉）

（円）

（億円）
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ファンドの特⾊

１．主として、新興国を含む世界の債券等から、割安かつ魅⼒的なリターンが期待される債券等に投資します。
●⼀般的な国債や普通社債の他にも以下の債券に投資します。なお、その他の債券にも投資する場合があります。

●リターンの獲得ならびにクレジットリスクおよび⾦利リスクのヘッジを⽬的として、債券先物取引、為替先渡取引、各種スワップ取引、クレ
ジット・デリバティブ取引等を含む、様々なデリバティブ取引を活⽤します。

●⽶ドル以外の通貨建ての債券等に投資する場合は、原則として、実質的に⽶ドル建てとなるように為替取引を⾏います。
２．実質的な運⽤は、多様な運⽤戦略を提供し、⾼い専⾨性を有するフォントベル・アセット・マネジメントが⾏います。

●投資対象とする外国投資信託の運⽤は、フォントベル・アセット・マネジメントAGが⾏います。
３．対円での為替ヘッジの有無および決算頻度により４つのファンドからお選びいただけます。

※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。
※販売会社によっては⼀部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

企業が発⾏する債券で、格付けがBB格相当以下のものハイイールド債券
普通社債と普通株式の特⾊を併せ持つ債券等（劣後債、優先出資証券、偶発転換社債（CoCo債）等）ハイブリッド証券
事前に決められた条件で株式に転換できる権利の付いた社債転換社債
資産から⽣じるキャッシュフローを担保に発⾏される証券資産担保証券

決算頻度為替ヘッジファンド名
年1回ありフォントベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジあり／年1回決算型）
年1回なしフォントベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジなし／年1回決算型）
年4回ありフォントベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジあり／年4回決算型）
年4回なしフォントベル・世界割安債券ファンド（為替ヘッジなし／年4回決算型）

為替ヘッジについて

（為替ヘッジあり／年１回決算型）（為替ヘッジあり／年4回決算型）
■実質組⼊外貨建資産については、対円での為替ヘッジを活⽤し、為替変動リスクの低減を図ります。ただし、完全に為替変動リスクを

回避することはできません。
■対円での為替ヘッジを⾏う際、円の短期⾦利がヘッジ対象通貨の短期⾦利を下回っている場合、その⾦利差に相当する為替ヘッジ

コストがかかります。短期⾦利の変動等により、為替ヘッジコストも変動します。
（為替ヘッジなし／年１回決算型）（為替ヘッジなし／年4回決算型）

■実質組⼊外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを⾏いません。
■基準価額は為替変動の影響を受けます。

分配⽅針について

（為替ヘッジあり／年１回決算型）（為替ヘッジなし／年１回決算型）
■原則として、毎年11⽉22⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）に決算を⾏い、分配⽅針に基づき分配⾦額を決定します。

（為替ヘッジあり／年４回決算型）（為替ヘッジなし／年４回決算型）
■原則として、毎年2⽉、5⽉、8⽉、11⽉の22⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）に決算を⾏い、分配⽅針に基づき分配を⾏います。
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【基準価額の変動要因】
 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているも

のではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
 運⽤の結果として信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
 投資信託は預貯⾦と異なります。また、⼀定の投資成果を保証するものではありません。
 当ファンドの主要なリスクは以下の通りです。

投資リスク

■価格変動リスク
債券市場リスク…債券の価格の下落は、基準価額の下落要因です

⼀般に債券は内外の経済情勢等の影響による⾦利の変動を受けて価格が変動します。通常、⾦利が上昇すると債券価格は下落し
ます。また、格付けが引き下げられる場合も債券価格が下落するおそれがあります。債券価格の下落はファンドの基準価額が下落する
要因となります。なお、価格の変動幅は、債券の種類、格付け、残存期間、利払いのしくみの違い等により、債券ごとに異なります。
＜ハイイールド債券＞
ハイイールド債券は、⼀般的に⾼格付けの債券と⽐べて⾼い利回りを享受できる⼀⽅で、発⾏体からの元利⾦⽀払いの遅延または
不履⾏（デフォルト）となるリスクが⾼いとされます。デフォルトあるいはその懸念が⽣じた場合、ハイイールド債券の価格は⼤きく下落し、
ファンドの基準価額が下落するおそれがあります。
＜ハイブリッド証券＞
ハイブリッド証券は、社債に類似した性質を持ち、内外の政治、経済、社会情勢等の影響により市場⾦利が上昇するとその価格は下
落します。また、ハイブリッド証券の利息や配当等の⽀払いに影響を及ぼす発⾏企業の事業活動や財務状況の変化等によってもその
価格は変動します。ファンドが保有するハイブリッド証券の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。なお、後述の
「ハイブリッド証券にかかる留意点」もご参照ください。
＜転換社債＞
転換社債の価格は、転換対象となる株式等の価格変動、⾦利変動、発⾏企業の信⽤⼒の変動等の影響を受け変動します。
⼀般的に、転換社債の価格は、転換価格を基準として転換対象となる株式の価格が⾼いほど、株式の価格変動の影響を受けやすく
なります。
＜資産担保証券＞
資産担保証券の価格は、信⽤度の変動、⾦利変動、ローンの裏付となる資産の価格変動等の影響を受け変動します。
資産担保証券の担保となるローンは、⼀般的に⾦利が低下すると低⾦利ローンへの借換えが増加することが考えられます。ローンの期
限前償還が増加することにより資産担保証券の期限前償還が増加すると、資産担保証券の価格が影響を受けます。期限前償還は
⾦利要因のほか、さまざまな要因によっても変化すると考えられます。また、期限前償還の価格に影響を与える度合いは、個々の資産
担保証券の種類や特性によって異なります。

派⽣商品リスク…市場動向とポジションの⽅向性の不⼀致は、基準価額の下落要因です
各種派⽣商品（先物取引、オプション取引、スワップ取引等）の価格は、その基礎となる原資産の価格変動および市場動向等によ
り変動し、取引の種類によっては原資産の価格変動以上の値動きをすることがあり、ファンドの基準価額に影響を及ぼします。買い建
てた派⽣商品（ロング・ポジション）の価格が下落した場合、あるいは売り建てた派⽣商品（ショート・ポジション）の価格が上昇した
場合には、基準価額が下落する要因となります。
取引所を介さずに相対で取引する派⽣商品においては、取引相⼿の倒産等により契約が履⾏されず損失を被り、基準価額が下落
する場合があります。
当ファンドが組み⼊れる外国投資信託は、先物取引や各種スワップ取引等のデリバティブ取引を外国投資信託の純資産総額の0〜
500％程度の範囲で⾏うことがあります。したがって、ファンドの基準価額は債券市場全体の動きと⽐べて⼤きく変動することがあり、ま
た異なる動きをすることがあります。

■信⽤リスク…債務不履⾏の発⽣等は、基準価額の下落要因です
ファンドが投資している有価証券や⾦融商品において債務不履⾏が発⽣あるいは懸念される場合、またはその発⾏体が経営不安や
倒産等に陥った場合には、当該有価証券や⾦融商品の価格が下がったり、投資資⾦を回収できなくなったりすることがあります。これら
はファンドの基準価額が下落する要因となります。
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投資リスク

■為替変動リスク
（為替ヘッジあり／年1回決算型）（為替ヘッジあり／年4回決算型）…為替ヘッジにより、円⾼が基準価額に与える影響は限定的
です

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けますが、原則として対円での為替ヘッジを⾏うため、その影響は限定的と考えられます。
ただし、完全に為替変動リスクを回避することはできません。なお、円⾦利がヘッジ対象通貨の⾦利よりも低い場合、その⾦利差相当分
のヘッジコストがかかることにご留意ください。また、需給要因等によっては⾦利差相当分以上にヘッジコストがかかる場合があります。

（為替ヘッジなし／年１回決算型）（為替ヘッジなし／年4回決算型）・・・円⾼は基準価額の下落要因です
外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上昇する場合であって
も、当該現地通貨が対円で下落する（円⾼となる）場合、円ベースでの評価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

■カントリーリスク…投資国の政治・経済等の不安定化は、基準価額の下落要因です
海外に投資を⾏う場合には、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等によって投資した資⾦の回
収が困難になることや、その影響により投資する有価証券等の価格が⼤きく変動することがあり、基準価額が下落する要因となります。
特に投資先が新興国の場合、その証券市場は先進国の証券市場に⽐べ、より運⽤上の制約が⼤きいことが想定されます。また、先進
国に⽐べ、⼀般に市場規模が⼩さいため、有価証券の需給変動の影響を受けやすく、価格形成が偏ったり、変動性が⼤きくなる傾向が
考えられます。

■流動性リスク…市場規模の縮⼩・取引量の低下により、不利な条件での取引を余儀なくされることは、基準価額の下落要因です
有価証券等を⼤量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮⼩や市場の
混乱が⽣じた場合等に、⼗分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあります。これらは
ファンドの基準価額が下落する要因となります。

その他の留意点
■ファンド固有の留意点
外国投資信託証券への投資に関する留意点
外国投資信託証券から有価証券に投資する場合、⽇本の投資信託証券から投資を⾏う場合に⽐べて税制が不利になる場合があります。
ハイブリッド証券にかかる留意点
繰上償還等に関する留意点

ハイブリッド証券には、繰上償還条項が設定されているものが多く、繰上償還の実施は発⾏体が決定することになっています。⾦利
低下局⾯で繰上償還された場合には、当該⾦利低下による価格上昇を享受できないことがあります。また、繰上償還されることを
前提として取引されている証券もあり、これらの証券が市場で予想されていた期⽇に繰上償還が実施されない場合、あるいは実施
されないと⾒込まれる場合、価格が⼤きく下落することがあります。また、市場で予想されていた期⽇以前に償還される場合にも、価
格が下落することがあります。

流動性に関する留意点
⼀般的に、ハイブリッド証券は、株式に⽐べて市場規模が⼩さく取引量が少ないため、市場実勢から期待できる価格どおりに取引で
きないリスク、評価価格どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の⾼低に関わらず取引量が限られてしまうリスクがあります。

法的弁済順位に関する留意点
⼀般的に、ハイブリッド証券は、法的弁済順位では株式に優位し普通社債に劣後します。
発⾏体が経営破たん等に陥った場合、法的弁済順位の⾼い他の債権全額の弁済がなされない限り、ハイブリッド証券は弁済を受
けることができないリスクがあります。また、⼀般的にハイブリッド証券は普通社債と⽐較して、低い格付けが格付機関により付与され
ています。

利息や配当の⽀払いに関する留意点
ハイブリッド証券には、利息や配当の⽀払繰延条項がついているものが多くあります。
発⾏企業の業績の著しい悪化等により、利息や配当の⽀払いが繰り延べられたり、停⽌されたりする可能性があります。

偶発事項に関する留意点
⼀部のハイブリッド証券には、実質破たん状態にあると規制当局が判断した場合や、⾃⼰資本⽐率が⼀定⽔準を下回る等の特
定の事象（トリガー）の発⽣により、株式に強制転換される、もしくは元本が削減されるリスクがあります。トリガーの発⽣は多数の
要因に依拠し、その要因の多くは発⾏体が制御できないため、トリガーが発⽣するか否か、および発⽣時期について予測することが
困難です。強制的に株式に転換される場合、または元本の⼀部もしくは全部が削減される場合、ファンドの基準価額が下落する
要因となります。

制度変更等に関する留意点
税制の変更等、ハイブリッド証券にとって不利益な制度変更等があった場合は、市場規模が著しく縮⼩し、価格が下落することがあ
ります。

発⾏企業の業種に関する留意点
ハイブリッド証券は⾦融機関によって発⾏されることが多く、⾦融政策や⾦融システムの動向等、⾦融セクター固有の要因により価
格が⼤きく変動することがあります。このため、例えば幅広い業種の債券に投資する場合と⽐較して基準価額の変動が⼤きくなる可
能性があります。
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投資リスク
■投資信託に関する留意点

ファンドのお申込みに関しては、クーリング・オフ制度の適⽤はありません。
ファンドは、⼤量の解約が発⽣し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が⽣じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変し
た場合等に、⼀時的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換⾦申込みの受付けが中⽌となる可能性、既に受け付けた換⾦申込み
が取り消しとなる可能性、換⾦代⾦のお⽀払いが遅延する可能性等があります。

分配⽅針および分配⾦に関する留意事項

分配⾦に関する留意事項
 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額

は下がります。
 分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があり

ます。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間
におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。

 投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファ
ンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

（為替ヘッジあり／年４回決算型）（為替ヘッジなし／年４回決算型）は計算期間中の基準価額の変動にかかわらず分配を
⾏う場合があります。分配⾦額は運⽤状況等により変動します。
分配⾦額は計算期間中の基準価額の上昇分を上回る場合があります。

（為替ヘッジあり／年4回決算型）（為替ヘッジなし／年4回決算型）

 年4回（原則として毎年2⽉、5⽉、8⽉、11⽉の22⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配を⾏います。
 分配対象額は、経費控除後の利⼦、配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
 分配⾦額は、委託会社が基準価額⽔準、市況動向等を勘案して決定します。
※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

（為替ヘッジあり／年１回決算型）（為替ヘッジなし／年１回決算型）は複利効果による信託財産の成⻑を優先するため、分
配を極⼒抑制します。
（基準価額⽔準、市況動向等によっては変更する場合があります。）

（為替ヘッジあり／年1回決算型）（為替ヘッジなし／年1回決算型）
 年1回（原則として毎年11⽉22⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配⾦額を決定します。
 分配対象額は、経費控除後の利⼦、配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
 分配⾦額は、委託会社が基準価額⽔準、市況動向等を勘案して決定します。

※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあるため、将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

分配⽅針
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原則として、申込不可⽇を除きいつでも購⼊・換⾦のお申込みができます。購⼊・換⾦の
申込受付⽇

お申込みの販売会社にお問い合わせください。購⼊単位

購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額購⼊価額

換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額から信託財産留保額を控除した価額換⾦価額

原則として、換⾦申込受付⽇から起算して7営業⽇⽬からお⽀払いします。換⾦代⾦

以下のいずれかに当たる場合には、購⼊・換⾦のお申込みを受け付けません。
●ニューヨークの取引所の休業⽇
●ロンドンの取引所の休業⽇
●スイスの取引所の休業⽇
●ダブリンの取引所の休業⽇

申込不可⽇

（為替ヘッジあり／年１回決算型）（為替ヘッジなし／年１回決算型）
年1回（毎年11⽉22⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配⽅針に基づき分配⾦額を決定
します。

※第1期決算⽇は、2025年11⽉25⽇です。
（為替ヘッジあり／年4回決算型）（為替ヘッジなし／年4回決算型）
年4回（毎年2⽉、5⽉、8⽉、11⽉の22⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配⽅針に
基づき分配を⾏います。
※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。

決算および分配

2034年11⽉22⽇まで（2024年11⽉29⽇設定）信託期間

各ファンドが主要投資対象とする外国投資信託が存続しないこととなったときは、繰上償還します。
また、以下の場合には、繰上償還をすることがあります。
● 繰上償還をすることが受益者のため有利であると認めるとき
● 各ファンドの残存⼝数が30億⼝を下回ることとなったとき
● その他やむを得ない事情が発⽣したとき

繰上償還

● 課税上は株式投資信託として取り扱われます。
● 公募株式投資信託は税法上、⼀定の要件を満たした場合に限りNISA（少額投資⾮課税制度）の適

⽤対象となります。
● 当ファンドは、NISAの対象ではありません。
● 配当控除および益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。
※上記は、作成基準⽇現在の情報をもとに記載しています。税法が改正された場合等には、変更される場

合があります。

課税関係

●ニューヨークの銀⾏の休業⽇
●ロンドンの銀⾏の休業⽇
●スイスの銀⾏の休業⽇
●ダブリンの銀⾏の休業⽇

お申込みメモ（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）



販売⽤資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載して
おります。必ずご確認ください。 11/12

ファンドの費⽤（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）

購⼊価額に3.3％（税抜き3.0％）を上限として、販売会社毎に定める⼿数料率を乗じた額。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。購⼊時⼿数料

換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に0.3％を乗じた額信託財産留保額

①投資者が直接的に負担する費⽤

②投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

ファンドの純資産総額に年0.968％（税抜き0.88％）の率を乗じた額
※ 投資対象とする投資信託の信託報酬等を含めた場合、年1.558％（税抜き1.47％）程度＊となります。
＊投資対象とする投資信託の運⽤管理費⽤は、料率が把握できる費⽤の合計であり、上記以外の費⽤がか

かる場合があります。また、年間最低報酬額や取引ごとにかかる費⽤等が定められている場合があるため、純
資産総額の規模や取引頻度等によっては、上記の料率を上回る場合があります。上記の料率は、作成基
準⽇現在で知り得る情報に基づくものであり、今後、変更される場合があります。

運⽤管理費⽤
（信託報酬）

以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
● 監査法⼈等に⽀払われるファンドの監査費⽤
● 有価証券の売買時に発⽣する売買委託⼿数料
● 資産を外国で保管する場合の費⽤ 等
※ 上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができません。

その他の費⽤・
⼿数料

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。

■委託会社 ファンドの運⽤の指図等を⾏います。
三井住友DSアセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会︓⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
ホームページ︓https://www.smd-am.co.jp
コールセンター︓0120－88－2976 ［受付時間］午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）

■受託会社 ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。
三菱UFJ信託銀⾏株式会社

■販売会社 ファンドの募集・販売の取扱い等を⾏います。
委託会社にお問い合わせください。

委託会社、その他の関係法⼈

販売会社⼀覧

備考
⼀般社団法⼈

⾦融先物
取引業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本

投資顧問業
協会

⼀般社団法⼈
第⼆種

⾦融商品
取引業協会

⽇本
証券業
協会

登録番号販売会社名

○○○○関東財務局⻑
（⾦商）第2336号⾦融商品取引業者三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

株式会社
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作成基準⽇︓2025年7⽉31⽇

【重要な注意事項】

 当資料は三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。

 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが
信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。

 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市
場環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。

 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機
関でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。

 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および⽬論⾒書補完書⾯
等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、
最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒書補完書⾯等は販売会社に
ご請求ください。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。


